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Ａ（１） 相談窓口利用者
（中小事業者）の
プライバシーへ
の配慮

中小企業振興課事務室内に設置している相談窓口
（２ブース）が、天井の空調吹出口の位置関係等
により、自立型のパーテーションで区切られてい
るのみで、完全密閉の個室にはなっていないた
め、相談内容が他の来訪者等に聞こえる恐れがあ
る。

窓口の相談内容は、主に資金繰りといった特にデリケートな
企業内部情報が多くを占めているため、窓口利用者からは、
同時間帯に隣のブースが利用されている場合や他の申請手続
で来訪した事業者等に、相談内容が聞こえていないか気にな
るとの声がある。

相談者のプライバシーに配慮し、安心して相談できる窓口環境の実現に向け、環境音
やＢＧＭによる音声マスキングが可能な音響システムの導入を検討・試行する。

音声マスキング用の音響システム導入に向け、業者選定等に
向けた準備を進めており、年度内には設置が完了する予定。

＜完了＞令和７年３月下旬、中小企業振興課事務室内の相談
ブースに、音声マスキング用の音響システムの設置を行っ
た。

音声マスキングの音響システム導入により、企
業の資金繰り相談などの際に、デリケートな企
業内部情報が隣の相談ブースへ聞こえにくくな
り、相談窓口利用者のプライバシーへ配慮が可
能となった。

Ａ（２） 学研都市体育館
の満足度向上

学研都市の体育館では、シャワールームやジムの
館内表示をしているが、見にくい場所に表示され
ているため、利用者にとって分かりにくい状況に
ある。

学研都市の体育館は、学生をはじめとする関係者のみではな
く、地域の方など一般の方も利用する施設（ジムは学研関係
者のみ利用可）である。
利用者の満足度を向上させるには、既存設備の更新のみなら
ず、利用者の声を踏まえ、館内表示を分かりやすくし、利便
性を高めるなど、利用者目線に立ったサービスの提供が求め
られている。

ジム用トレーニングマシンの更新を行うとともに、シャワールーム及びジムなどの館
内施設への行き方をより見やすい場所に掲示することで、利用者の満足度向上につな
げていく。

令和６年１０月にジム用トレーニングマシンを全て更新し、
更衣室・シャワールーム等の案内表示についても、同月に通
路側の見やすい場所に追加掲示を行った。

Ａ（３） 総合農事セン
ターの機能向上
と環境・運営コ
スト低減

総合農事センターの研修室は、子供向けのイベン
ト等も実施しているが、照明が暗いため、利用者
（子供）が怖くて不安を抱くことがある。

総合農事センターは、年間３２万人が訪れる施設であるが、
開設５０年を超え老朽化が進む中、室内の照明環境など、利
用者から改善の声が上がっている。

２階廊下部分や事務室等の照明に、必要に応じて人感センサーを設置し、利用者（特
に子供）が安心して利用できるようにすることで、利便性向上を図るとともに、照明
のＬＥＤ化を行うことで環境・運営コストの低減を図る。

「本館２階研修室・廊下、本館１階事務室の蛍光灯のＬＥＤ
化」及び「本館２階トイレの蛍光灯のＬＥＤ化・人感セン
サーの設置」について、令和７年３月の導入に向け、業者選
定等の準備を進めている。

利用者のある「本館２階研修室・廊下、本館１階事務室の蛍
光灯のＬＥＤ化」及び「本館２階トイレの蛍光灯のＬＥＤ
化・人感センサーの設置」について、本館２階研修室を除い
て令和７年３月に導入完了した。

総合農事センターの機能向上と環境・運営コス
ト低減
・機能向上：ＬＥＤ化・人感センサー設置によ
り室内が明るくなり安心して利用、利便性が向
上
・環境・運営コスト低減：照明機器をＬＥＤ化
し電気使用量が減少し、環境・運営コストが低
減

本館２階研修室をＬＥＤ化する。
・利用者のある個所は、上記で終了。
・職員の執務室などについても、引き続きＬＥ
Ｄ化に取り組む。

Ａ（４） デジタル技術の
活用による業務
の効率化

業務の効率化・省力化を進めるため、タブレット
端末やモニター等の整備によるペーパーレス化
や、事業者アンケート等へのデジタル技術の導入
などを積極的に推進することで職員の負担軽減を
図る必要がある。

議会関係や予算関係、局内協議、アンケート調査など紙媒体
中心の業務については、「書類作成等に時間を取られる」、
「煩雑な印刷作業が生じる」、「アンケート集計に時間を要
する」など、職員の業務効率を下げているケースがある。時
間外勤務削減はじめとした働き方改革の推進の観点からも、
デジタル技術の活用により効率化・省力化できるところは積
極的に取り組んでいくことが必要である。

令和６年度中を目途に、チャットラックを活用した協議資料の電子化やモニター配備
等の打ち合わせスペースのデジタル化によるペーパーレス化の推進、および各種ＳＮ
Ｓを活用した企業とのコミュニケーションツールの導入、アンケート調査のデジタル
化の推進等により業務の効率化を図る。
（なお、タブレットを活用して答弁書等の協議を行っているが、局内での資料共有に
複雑なステップを踏んでいることから、局独自で使用しているサーバー（ハードディ
スク）にもタブレット端末から接続できるようにするなど、使用環境の改善を要望す
る。）

チャットラックやモニターなどのデジタル技術を活用し、
ペーパーレス化を行った。
また、企業へのヒアリングやアンケート調査について、電子
申請システムであるＧｒａｆｆｅｒを活用した方法に変更
し、企業側及び市側ともに事務の省力化につながっている。

モニターの整備など必要な備品を購入し、デジタル技術を活
用する環境を整えた。
また、チャットラックなどを積極的に活用することで、ペー
パレス化の推進を進めている。

デジタル技術の導入環境の整備を進めたこと
で、ペーパーレス化が進んでいる。

引き続き、デジタル技術を活用した取り組みを
進めるとともに、生成AIの利活用に係る研修な
どの先端技術の活用についても進めてゆく。
オフィス改修などの環境整備に係る検討を行
い、業務改善を進めてゆく。

Ａ（５） データマネジメ
ントによるビジ
ネス戦略と業務
の効率化（名刺
情報、企業情
報、漁港漁場情
報、農地情報
等）

各種企業情報等について、多くの職員が活用する
ことで、より戦略的かつ実効性のある業務執行に
繋げるとともに、業務の効率化も期待できる。

企業情報や農業・漁業に係る情報について、多くの情報が蓄
積されているものの、利用ユーザーが限定的であるうえ、登
録ツールが構築されていないため、ビジネス戦略や業務の効
率化に十分に活用できていない。
「戦略的かつ実効性ある施策の実施」や「業務の効率化」の
観点から、目的に応じたデータをいつでも活用できる状態で
継続的に維持・管理する体制を整える必要がある。

令和６年度中を目途に、産業経済局内で把握する企業情報を統一的なデータベースで
一元化することで人脈等の共有を図り、企業への有効なアプローチにつなげるととも
に、農地情報をはじめとした農林水産に係るデータベース化に取り組むことで、新規
就農者等の農地確保や漁港漁場施設の維持補修を効果的に進める。

企業情報のデータベース化については、局内に「オフィス改
革プロジェクトチーム（実施期間R6.10-12）」を設置し、企
業情報の共有化の仕組みについて検討を進めている。
また、農地情報のデータベース化については、事業者との協
議を踏まえ、土地所有者に対する土地貸付意向等のアンケー
ト調査の実施を令和７年１月に予定している。
漁港漁場情報のデータベース化については、紙面で管理して
いる施設の竣工図面等のデータ化に要する費用を算出すると
ともに、施設点検をデータにより行うために必要な端末等の
購入に向けて調整を行っている。

【企業情報のデータベース化】
オフィス改革プロジェクトチームでデータ保存全般に係る検
討を行い、局内ルール化について提案を行った。

【農地情報のデータベース化】
令和７年１月～農地賃借等意向調査を実施した。3,389件配布
したうち、234件の回答を得ることができた。

【漁港漁場情報】
紙面管理資料のデータ化を50％完了した。また、点検用端末
の購入した。

【共通】
現在検討中のため、R6年度末の時点で変革が実
現した項目はなし。

【企業情報のデータベース化】
企業情報については、引き続き、適切なあり方
について検討を進めてゆく。

【農地情報のデータベース化】
令和6年度に農地賃借等意向調査を実施したとこ
ろ、想定を上回る回答を得ることができた。件
数が多かったため、令和7年度は業務委託を行
い、円滑に業務を進める。

【漁港漁場情報】
紙面管理資料のデータ化に引き続き取り組み、
令和7年度中の完了を目指す。

Ａ（６） 業務委託の推進
（民間活力の積
極的な導入）（就
職・転職サイトの
改修、漁港施設
の管理、市職員
による実地調
査）

ＷＥＢサイト（北九州市就職・転職サイト「しご
まる」）のサーバー運用について、必要に応じ
て、都度事業者へ改修の発注を行っているが、改
修作業の工数が増加するため、予算が不足するお
それがある。
脇田地区の施設管理について、委託や指定管理な
ど、管理形態が統一されておらず、効率的な施設
管理を検討していく必要がある。
空き店舗調査について、市職員による実施調査を
行っているところ、職員の負担が大きく、また調
査可能なエリアも５割に満たないため、精度が低
い状況にある。

限られた経営資源を効率的に配分するためにも、「民間にで
きることは民間に委ねる」という考え方に基づき、行政サー
ビス水準の維持・向上やコスト削減等を図ることができるも
のは、積極的に民間委託を進める必要がある。
また、現在民間委託を行っている業務についても、その範囲
や手法等ついて、絶えず見直しを行うことが求められてい
る。

令和６年度中を目途に、ＷＥＢサイトについては、計画的な発注により改修作業を一
本化し、工数を減らすことで予算の有効活用を図るとともに、脇田地区については、
分散している施設管理手法を見直し、将来的に一本化した指定管理者制度の導入を検
討していく。また、空き店舗調査については、より効果的、効率的に成果が得られる
よう、業務委託や各商店街への調査依頼など、手法の見直しを進める。

ＷＥＢサイトについて、一元的に管理する手順書（案）を作
成し、課内で共有・意見交換の後、１２月より運用を開始す
る予定。
また、脇田地区の施設管理手法については、他局等の手法や
他都市の先進事例を調査する予定。
空き店舗調査については、他の調査と統合して調査すること
で省力化を図った。

【ＷＥＢサイト】
＜完了＞一元的に管理する手順書（案）を作成し、課内で共
有・意見交換の後、１２月より運用を開始した。

【漁港施設の管理】
現在、脇田地区の活性化（にぎわい創出）に取り組んでいる
が、施設の管理運営のあり方についても活性化へ向けた課題
に位置付けて検討することとした。

【空き店舗調査】
＜完了＞職員が実地調査を行っていた空き店舗調査を、商店
街に依頼しているアンケート調査と統合した。

【ＷＥＢサイト】
改修作業の一本化により、予算の有効活用が図
られた。

【空き店舗調査】
実地調査を商店街に依頼しているアンケート調
査を統合することで、職員の負担を軽減でき
た。
アンケート調査の回答率は約８６％で、空き店
舗調査結果（空き店舗数・空き店舗率等）も従
来の実地調査と同程度を維持できている。

【漁港施設の管理】
脇田地区の施設は水産業や漁村の振興を目的に
整備したものであり、管理手法の見直しにあ
たっては漁業関係者等の理解と協力が不可欠で
ある。今後、脇田地区の活性化に向けて漁業関
係者と意見交換を実施することとしており、こ
の中で施設の管理運営のあり方も課題の一つと
して検討する。

R６産業経済局Ｘ方針 振り返りシート（設定した課題の取組結果）
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Ａ（７） 行政サービスの
向上（国際ビジ
ネス政策、ため
池の安全啓発、
漁港施設の劣化
情報共有、農林
関係使用許可等
手続き）

国際ビジネス政策に係る支援メニューの複雑さか
ら、利用者へのタイムリーな支援に支障が生じて
いることや、現在、紙媒体で行っている、ため池
での水難事故を防止する啓発について、広報媒体
の多様化が生じていることから、必要な情報を素
早く的確に提供できていない状況にある。
また、漁港施設については、損傷があったとして
も、確認に時間を要しており、通報者においても
現場立合いを求めるため、負担が大きい状況にあ
る。
さらに、農林課が受け付ける各種使用許可関連手
続きは書面で行われているため、市民にとっても
職員にとっても負担が生じている。

誰もがインターネットやＳＮＳを利用する時代の中で、従来
の窓口・書面対応や紙媒体での周知・啓発ではなく、オンラ
イン対応やＳＮＳ広報を充実させ、市民や事業者の利便性を
高めるとともに、効果的・効率的な情報発信を行っていく必
要がある。

令和６年度中を目途に、国際ビジネスに係る各種手続きやため池の安全に係る啓発に
ついて、ＨＰやＳＮＳを活用し動画等を効果的に配信するなど、使用媒体や伝達方法
の検討、改善を図るとともに、施設の劣化情報は、施設利用者がスマートフォン等に
より送信するなど、比較的簡易な手法で情報伝達ができる仕組みを検討する。また、
農林関係の使用許可手続き等について、申請から許可書発行まで、すべて電子化する
ことで、行政サービスの向上を図る。

国際ビジネスに係る各種手続きについて、ホームページ上へ
の様式の掲載やＥ－Ｍａｉｌを利用した申請手続きのオンラ
イン化を実施した。また、ため池の安全に係る啓発について
は、保護者向けＳＮＳを活用して実施する予定。
施設の劣化情報については他局の導入事例を調査する予定。
農林関係の使用許可手続きについては、現在、過去の申請
データにおける申請者の年齢構成等の属性データを解析して
いるところであり、今後、それを踏まえて電子化した場合に
高齢者が対応できるか検討を進める。

【国際ビジネスに係る各種手続き】
北九州市中小企業海外展開支援助成金のPR及び申請・交付手
続きについて、HP上への募集要綱および注意事項の掲載、E-
Mailを利用した申請・交付手続きのオンライン化を実施し
た。

【ため池の安全啓発】
翌年度の実施に向けて関係部署と協議を行ない、市立小中学
校は保護者向け情報発信アプリを使用、認可外保育所と学童
保育所はＥ－Ｍａｉｌでデータ配信する方向で調整した。

【施設の劣化情報】
＜完了＞既存のオンライン通報システム「KitaQ市民レポート
(道路等損傷個所市民通報システム)」を活用し、情報通信端
末等を用いて誰でも簡単に通報できるようなった。

【農林関係使用許可】
竹粉砕機貸出について、過去の申請者分析の結果、高齢者・
若者含め様々な年齢層から申請があることが分かったため、
既存の紙媒体での申請受付を残しつつ、オンライン化を進め
ることにした(R7年度に要綱改正)。
＜完了＞なお、全市的な補助金申請のオンライン化方針に
沿って、補助金交付申請のオンライン化を実施した(R7.4.1施
行)。

【共通】
（１）利用者の利便性と満足度の向上
時間や場所を問わず情報収集・申請が可能とな
り、市民・事業者の利便性が向上するととも
に、行政サービスへの満足度が高まった。

（２）業務の効率化と迅速な対応
書面対応を減らすことで、庁内事務の効率化が
図られ、交付から申請までの対応が迅速になっ
た。

（３）制度の周知・活用促進
オンライン媒体による情報発信強化より、助成
制度の認知度が高まり、利用促進につながっ
た。

【国際ビジネスに係る各種手続き】
令和７年度は引き続き情報発信の強化・改善を
実施していく。具体的には、
（１）公式HPによる情報発信の拡充
北九州市中小企業海外展開支援助成金にかか
る、募集要綱および注意事項等について、公式
HPでの掲載情報を充実し、申請者の想定質問に
事前対応することで、申請手続きの確度を向上
させる。
（２）その他企業の要望等をヒアリングした改
善の反映

【ため池の安全啓発】
ため池の安全に関する啓発については、令和７
年度に本格実施する。

【農林関係使用許可】
オンライン化できるように、要綱を改正する。

Ａ（８） 職員の育成 働き方改革と職員の能力向上の両立が求められる
中、「局内プロジェクトチームによる課題研
究」、「他業務を経験するジョブトライアル」、
「知識の向上につなげる経済情勢やＤＸ活用の意
見交換会」等、産業経済局独自の研修を実施し、
職員のエンゲージメントを高めるとともに、能力
向上につなげていく必要がある。

現在、職員研修所において、職員の能力向上のための各種研
修が実施されているが、産業経済局の職員として、民間企業
と伍して渡り合うための知識や経験の習得の場が十分ではな
い。職員が主体的に学びながら、自身の成長につながる研修
を、局として積極的に取り組んでいく必要がある。

令和６年度中に、局内の若手職員を中心としたプロジェクトチームによる新規事業、
業務改善提案、局内の異なる業務を経験するジョブトライアル、経済トレンド等を
テーマとした講演会・意見交換会の実施など、職員の能力向上に向けた取組みを進め
ていく。

本年６月より新規事業、業務改善に係るプロジェクトチーム
を立ち上げ、提案内容の実現に向けて関係課との調整を進め
ているとともに、新たにオフィス改革をテーマとしたプロ
ジェクトチームを進行している。
ジョブトライアルでは若手職員４名が参加して他課での研修
を実施しており、また、これまでに職員向け講演会を計５回
実施し、職員の能力向上に向けた取組みを進めている。

令和６年度は３つのプロジェクトチーム（新規事業、業務改
善、オフィス改革）を立ち上げ、検討から提言までを行っ
た。
ジョブトライアルや職員向け講演会に加え、局長や部長級の
キャリア講演会も開催し、職員の能力向上に向けた取組みを
実施した。

プロジェクトチームでなされた提言を踏まえ、
電子決裁の推進や書庫の整理整頓、デジタル化
を進めるうえでの環境整備（一人１台のモニ
ターの購入や打ち合わせテーブルの導入など）
に着手し、職員のエンゲージメント向上につな
げた。
ジョブトライアル参加者にアンケートを行った
ところ、非常に有用であったとの声が多く、能
力向上に寄与できた。

令和６年度の内容や反省点を踏まえた研修を実
施する。具体的には、

（１）座学中心ではなく、ワークショップや演
習を含めた実践的な研修形式
（２）社会情勢や時代のニーズ（最新の経済情
勢やEBPMなど）に対応した研修テーマ

Ｂ（１） 雇用施策のあり
方

生産年齢人口の減少による人手不足感が高まる
中、企業の人材確保は喫緊の課題となっている。
今後の雇用施策として、女性、高齢者、若者向け
にそれぞれ運営している就労支援施設の持つ機能
や、外国人雇用の気運醸成、女性活躍や生涯現役
の促進といった福祉分野の支援策とを部局横断で
有機的に連携させる必要がある。
あわせて、国・県・市で実施している類似事業の
見直しによる事務の効率化、所得向上につながる
求職者・企業内人材両面のリスキリング強化につ
いても検討を進める必要がある。

これまで１０年近く、求職者に寄り添った伴走型による求職
者の就業支援等に取り組んできたが、北九州市の女性や高齢
者の就業率は、政令市の中でも低位である。特に大学生の地
元就職率については「地方創生」が注目されて以降、市を挙
げて様々な施策に取り組んできたが、就職率は横ばいで推移
している。

部局横断的な取組みとして、外国人、女性活躍、高齢者施策の担当部局や所管する施
設と緊密に連携し、これまでアプローチできていなかった層への就業気運の醸成とと
もに、就活セミナーや所得向上につながるリスキリングプログラムなどを行い、就職
相談窓口やボランティア相談窓口等の情報共有や相談者のニーズに応じて、双方の窓
口へつなぐなど円滑な連携体制を図る。
また、事業の見直しとして、従来の伴走型による支援だけではなく、魅力ある企業を
創出（支援）することが何より重要であるとの考えのもと、成長したい企業や人材へ
の集中的な支援により、企業のマインドを変え、企業の成長を促す取組みを実施す
る。特に、リスキリングを重点化し、社内にＭＯＴ*人材を育成、高い付加価値を生み
出す人材を供給することで企業の魅力が向上し、若者を始め様々な世代の求職者に選
ばれ、企業の人材供給力を向上させるとともに企業の成長を図る。
併せて、意欲の高い求職者へのリスキリングも強化し、成長分野への労働移動を促進
する。
＊ＭＯＴ（Ｍａｎａｇｅｍｅｎｔ ｏｆ Ｔｅｃｈｎｏｌｏｇｙ）：企業の持つ技術の
価値を収益化するマネジメント

部局横断的な取組みとしては、就業者の掘り起こしや相談者
の状況に応じたきめ細やかな相談対応を実施するため、就業
可能な人材も訪れる生涯学習施設やボランティア相談窓口と
の支援メニューの共有など、ニーズに応じて円滑に双方の窓
口につなぐための連携体制の構築に向けた協議を行ってい
る。
このほか、これまでアプローチできていなかった層に対して
は、今後、高年齢者就業支援センターの対象年齢を拡大し、
ミドル世代の就業支援を強化するとともに、合同会社説明会
を開催するなど、連携により掘り起こした人材を含む幅広い
人材のマッチングを図る。
また、事業の見直しとして、人材採用におけるこれまでの伴
走支援に加えて、人的資本経営の推進に向け、企業に必要な
マインドセットセミナーを開催し、優秀な人材の育成、確保
及び活用による企業価値向上に向けた取組を支援する予定。
リスキリングの強化については、社内人材に対して、市内企
業へのアンケート（１１月）結果を踏まえたプログラム構築
等の準備を進め（リスキリングキャンパス）、充実を図って
いく。加えて、求職者に対しては、新たに関東圏からの遠隔
受講を可能にするなど、ＵＩターンにつなげる取組みも検討
している。

部局横断的な取組みとしては、特に高年齢者について、保健
福祉部局と協議し、ニーズに応じて円滑に双方の窓口につな
ぐための連携体制の構築に向けた準備を進めた。このほか、
これまでアプローチできていなかった層への対応として、い
わゆる氷河期世代の就職希望者も対象とするなど、高年齢者
就業支援センターの対象年齢について拡大し、ミドル世代の
就業支援を強化するための準備を進めた。

　事業の見直しとして、人材採用におけるこれまでの伴走支
援に加えて、人的資本経営の推進に向け、企業に必要なマイ
ンドセットセミナーを開催し、優秀な人材の育成、確保及び
活用による企業価値向上に向けた取組を支援する新たな事業
の準備に着手した。
　また、リスキリングの強化について、社内人材のスキル
アップを図り、企業の競争力強化等を推進するため、セミ
ナー等の開催や人材戦略策定に係るコーディネート支援、リ
スキリングプログラムの開催（リスキリングキャンパスの運
営）に向けた準備を進めた。
　加えて、求職者に対しては、新たに関東圏からの遠隔受講
を可能にするほか、同窓会ネットワークやメタバースの活用
など、年間通じたＵＩターンにつなげる取組みへの準備に着
手した。

保健福祉部局と協議し、令和７年度には高年齢
者就業支援センターの機能強化が図られる見込
みであり、今後、高年齢者がいきいきと就労等
に携わることが可能となる環境が整いつつあ
る。
また、新たに高年齢者支援センターの対象とす
るミドル世代の就業支援の充実も図られると考
える。

また、事業を見直し、令和７年度はこれまでの
伴走支援に加えて、人材に選ばれるための企業
のマインドセットに向けた取組やリスキリング
の強化など企業支援にも一層注力する。そのた
め、企業支援・人材育成の両面から雇用の安定
につながる環境づくりが整いつつあると考え
る。

従来の取組に加え、雇用施策を検討・決定する
にあたり、令和７年度は「官民」の認識をあわ
せるとともに相互の知識やアイデアを施策に活
かせるような仕組み作りを検討したいと考えて
いる。

Ｂ（２） 中央卸売市場の
再整備

中央卸売市場の老朽化対策と適正規模及び機能強
化について、場内事業者の合意形成を図りつつ、
整備手法や財源確保等の検討を進めていく必要が
ある。

中央卸売市場は築４８年が経過し、施設の老朽化が進んでお
り、再整備は喫緊の課題となっている。
一方で、市場外流通の増大に伴い、市場の取扱量は低下して
おり、施設の適正規模についてもあわせて検討する必要があ
る。
また、再整備にあたってはコールドチェーンなどの高機能化
も必要となるうえに、資材価格の高騰等により、事業費が増
加することで、結果、場内事業者の負担が増加することが予
想され、場内事業者の合意形成を図るためにも、できる限り
事業費を抑制する必要がある。

市場用地を高度化・高度利用することで有効活用を図り、それにより生み出された余
剰地に対して、場外及び場内事業者による自己投資を誘導し、新たな財源を確保する
ことで事業費の増加を抑制する。
今後も再整備の検討を進めながら、同時に対象事業者へのサウンディング調査などを
行い余剰地の事業化の可能性を検討したのち、その結果を踏まえ、場内事業者負担を
含めた再整備計画を策定する。
なお、市政変革推進プランに基づき、令和７年度に経営分析を行う予定である。

市場用地（余剰地）活用の可能性について、場内関係事業者
及び市場機能との親和性の高い場外事業者を中心に、サウン
ディング調査を実施している。

場内関係事業者である卸・仲卸業者１６社及び物流、大型倉
庫、冷凍・冷蔵、食品加工、金融等の場外事業者８社に対
し、余剰地活用の意向についてサウンディング調査を実施し
た。
再整備計画については、青果、水産、関連の各専門部会を計
４回開催し、併せて個社ヒアリング等を実施することで場内
関係事業者の意向を踏まえ「北九州市卸売市場再整備等に係
るあり方基本方針（案）」を取りまとめた。

サウンディング調査の結果、場内関係事業者に
ついては、市場周辺の既存自社施設の集約の可
能性、また、場外事業者については、将来的な
下北道路の計画や本市物流拠点構想に位置づけ
られた西港地区のポテンシャル等を理由に一定
の需要を確認できた。
また、再整備計画については、卸売市場を取り
巻く環境の変化に応じ、既存の計画案をアップ
デートすることで「北九州市卸売市場再整備等
に係るあり方基本方針（案）」として、一定の
道筋を場内に示すことができた。

「北九州市卸売市場再整備等に係るあり方基本
方針（案）」の熟度を高めるために、事業費の
抑制に効果的と考えられる民間活力の導入によ
る新たな事業手法の可能性について、具体的な
検討を行う。
また、余剰地の活用については、サウンディン
グ調査の結果、様々なニーズが存在することが
確認できたため、提供可能時期や切り出し範囲
の見極め、また売却・定期借地等の事業スキー
ムの構築など、課題や必要な調整事項を含め整
理を行う。

Ｂ（３） 北九州学術研究
都市の機能強化

（公財）北九州産業学術推進機構（ＦＡＩＳ）が
運営する北九州学術研究都市は、平成１３年（２
００１年）の開設以来、大学の「知」を活かした
研究開発や技術の高度化など様々な取組みを実施
し、これまで一定の成果を生み出してきた。
一方で、多くの研究開発プロジェクトの実施や集
積により新たな産業を生み出すといった「研究開
発の拠点化」や「北九州市の未来を担う新たな産
業の創出」については、未だ成し遂げられたとは
言えない状況である。

（公財）北九州産業学術推進機構（ＦＡＩＳ）では、「研究
開発の支援」「技術の高度化や新ビジネスの創出」、「半導
体や自動車などの未来産業の支援」、「経営相談やＤＸＧＸ
による地域企業の競争力強化」など、地域産業の高度化に向
け幅広く取り組んでいる。
しかしながら、例えば地域企業のＤＸ支援のように、必ずし
も大学の「知」を活かし研究開発から新たな産業を生み出す
といった取組みとは言えない事業も多く行っている状況。
また、２００１年当時設置した大学や産学連携施設について
も、開設以来２０年以上が経過しており、今後の施設改修や
更新のあり方について検討をはじめる時期にきている。
産業経済局としては、「北九州学術研究都市」は他都市には
ない極めて重要な産業・学術基盤であり、北九州市の将来に
必要不可欠なものとして活用・発展させていきたいと考えて
いる。

大学の「知」を活かして「研究開発の拠点化」及び「新たな産業の創出」を重点的に
推し進めていくために、ソフト面（拠点化のテーマ設定、事業の重点化、大学と企業
を繋ぐコーディネート機能の強化等）及びハード面（老朽化した研究インフラや施設
の改修・更新、新たな設備投資等）の見直しを実施する必要がある（ハード面につい
ては、「公共施設マネジメント」参照）。

今後、北九州学術研究都市の「あるべき姿」や「目標」を具
体化していくこととしており、既に、北九州学術研究都市を
管理運営する「北九州産業学術推進機構（ＦＡＩＳ）」との
間で協議を重ね、課題の整理を進めているところである。
ソフト面、ハード面の多岐に渡る課題について、実現可能な
ところから、順次実行していくこととしている。

R6年度に北九州学術研究都市を運営する（公財）北九州産業
学術推進機構（ＦＡＩＳ）と協議を重ね、また外部有識者へ
のヒアリング等を通じて、ソフト面、ハード面の見直しを
行った。R7.2.18には、当該見直しを踏まえて、学術研究都市
をバージョンアップする新たな戦略「G-CITY戦略」を策定、
公表した。

「G-CITY戦略」を策定したことで、今後学術研
究都市の目指す方向性が明らかになった。
R7年度からは、戦略を実現するためにソフト
面、ハード面の多岐に渡る課題について、実現
可能なところから順次実行していくこととして
いる。戦略公表後、市民、企業の皆様やマスコ
ミ等から多くの問い合わせが寄せられており、
学術研究都市の今後の発展への期待が高まって
いる。

R6年度は目標であった学術研究都市の新たな戦
略をまとめたところであり、R7年度からは戦略
を実現していくために、戦略に掲げた項目の実
現や、更なる課題の深堀りを行っていく。

Ｂ（４） ＜公共施設マネ
ジメント＞
北九州学術研究
都市

北九州学術研究都市は開設後２３年が経過し、既
存施設の空調設備や全館のセキュリティシステム
など、機能を維持するために必要なインフラの大
半が老朽化してきている。
また、研究開発に関する設備も老朽化・陳腐化
し、大学や企業等から求められるニーズに応えら
れないため、新たな研究開発拠点化への障壁と
なっている。

既存施設は、令和５年度に策定した個別施設計画に基づき計
画的に施設改修を行う
また、大学や企業等からのニーズを洗い出し、半導体研究開
発設備の更新・新設など、拠点化を図るうえで必要とされる
北九州学術研究都市の機能強化に係る調査・検討を進めてい
く。

Ｒ６（～７年度）北九州学術研究都市の機能強化に係る調査・検討
Ｒ７年度～　　　個別施設計画に基づく既存施設への改修工事
Ｒ８（～９年度）機能強化に係る方針決定、機能強化に向けた準備
Ｒ１０年度　　　機能強化

既存施設については、個別施設計画に基づいた令和７年度予
算要求及び国等の補助事業申請を行っており、学術研究都市
に必要な新機能については、本格的な調査に向けて、関係者
間で現状と課題の整理を進めている。

既存施設の更新については、個別施設計画に沿った予算を確
保した。また、イニシャルコストがかからない第三者所有モ
デルを活用して、事業化支援センター（４号館）の空調機器
の更新を実施した。
半導体関連装置では、優先順位の高い装置を更新するための
予算を確保し、財源は公益財団法人JKAの公設試験場向けの補
助金を活用する。
その結果、費用負担を平準化することができ、今後も継続的
に施設更新をする環境を整えた。

既存施設の老朽化・陳腐化が進む一方であった
現状を、個別施設計画に基づく予算確保、第三
者所有モデルの導入、補助金の活用等により、
継続的に補修する目途が立ちつつある。

機能強化については、G-CITY戦略の方向性に
沿って調査・検討をしていく。
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項目No.
ABC

①
課題名

②
課題の内容

③
課題の背景

④
課題に対する取組み

⑤
取組みの進捗状況
（R6年11月時点）

⑥
取組み状況（R7年３月末時点）

（予定通り取り組めなかった場合は
その理由を併記）

⑦
変革が実現した課題・取組内容・市民に

もたらされた効果

⑧
取組・進捗が十分でなかった項目・内容（理由）

令和７年度に向けた考え

Ｂ（５） ＜公共施設マネ
ジメント＞
農業用ため池
（農業用として
の役割を終えた
ため池の有効活
用）

市街化区域内にあり、農業利用が無くなり水利権
が消失した市有ため池については、産業用地等と
して売却するなど、有効活用を図る。
昨今、市街化区域内の農地の宅地化が進み、農業
用ため池としての役割を終えた市有ため池が存在
している一方で、企業誘致や民間開発等を進める
中では、立地先として市街化区域内のまとまった
土地が求められている。そこで、今回新たに企業
誘致の担当課と連携し、不要となった市有ため池
を産業用地等として有効活用することで、稼げる
まちを目指す。

市街化区域内にある市有ため池の利用状況について、管理者
および農業委員等の関係者に聞き取りを行い、併せて災害時
の雨水調整機能の要・不要を関係部局と協議を進め、有効利
用できるため池を選定する。選定したため池について、企業
誘致等の担当課と情報共有し、ため池の活用を連携して取り
組む。
単なるため池の廃止ではなく、これまでため池を管理してき
た地元農業者や周辺住民に将来の姿を示して理解を求め、了
解が得られたため池から順次、売却を進める。

・Ｒ６年度　　ため池関係者へのヒアリング
　　雨水調整機能について、関係部局と協議
　　有効利用できるため池の選定
・Ｒ７年度～　売却等、ため池の有効利用に向けて着手

ため池台帳にある受益地図面と直近の航空写真を重ね合わ
せ、現在の受益地の状況確認を行い、航空写真では判別しづ
らい１１箇所のため池について、農政事務所と共に、ため池
管理者への聞き取り調査を実施している。

管理者への聞き取り調査等を行い、農業利用が無くなり水利
権が消失しているため池の整理が完了した。

R6年度末の時点で変革が実現した項目はなし。 令和7年度は、売却可能であるため池について、
土地の確定測量及び鑑定評価等の事前準備を行
い、ため池の売却を行う。

Ｂ（６） ＜外郭団体＞
北九州貨物鉄道
施設保有㈱

災害等によるサプライチェーン寸断リスク（自然
災害等によるサプライチェーンの寸断により、荷
の取扱量減少による施設稼働率の低下が懸念され
る）。

自然災害において寸断された貨物鉄道網を維持するため、輸
送障害への対策強化は、近年、激甚化する自然災害おいて避
けて通れない課題となっている。
輸送障害の発生抑制や影響の低減、迂回・代行輸送の強化な
ど持続可能な体制づくりを多角的に整理する必要がある。

日本貨物鉄道㈱が主体となり、「北九州地区官民ＢＣＰ会議」を立ち上げ、鉄道物流
の災害による輸送障害に対するＢＣＰ策定に向けて検討を行う。

ＢＣＰ策定に向けて、官民一体による検討会を２回開催し、
輸送障害発生時の代行輸送の強化や、関係者間の連携等につ
いて議論し、取組内容を検討している。

災害による鉄道輸送障害が発生した際の北九州貨物ターミナ
ル駅を中心とした輸送計画を確立。新たな対策として、日本
貨物鉄道㈱が手配する代行輸送トラックの夜間・休日駐車場
として浅野1号岸壁の調整を市が行うことを確認した。また、
船舶代行を行う際の接岸バースについても、港湾管理者とし
て速やかな使用許可に協力することを確認した。

社会的インフラである物流を停滞させない輸送
計画として、市民生活および企業活動の安心か
つ安定的な継続に寄与している。

令和７年度以降も災害時の備えとして今回の決
定事項を適切に運用するとともに、北九州貨物
ターミナル駅を拠点とするモーダルシフトの更
なる推進につなげていく。

Ｂ（７） ＜外郭団体＞
（公財）北九州産
業学術推進機構
（ＦＡＩＳ）

（公財）北九州産業学術推進機構（ＦＡＩＳ）は
北九州学術研究都市の運営者として、大学の
「知」を活かした研究開発や技術の高度化など
様々な取組みを実施している。
一方で、北九州学術研究都市は「研究開発の拠点
化」や「北九州市の未来を担う新たな産業の創
出」を成し遂げられたとは言えない状況である。

上記課題の要因として、ＦＡＩＳの実施している事業が多角
化し研究開発支援に重点化できていないことや、コーディ
ネート機能が不足していることが考えられる。

大学の「知」を活かして「研究開発の拠点化」及び「新たな産業の創出」を重点的に
推し進めていくために、ＦＡＩＳで実施している事業の見直しや重点化、大学と企業
を繋ぐコーディネート機能の強化等が必要である。

今後、北九州学術研究都市の「あるべき姿」や「目標」を具
体化していくこととしており、既に、「北九州産業学術推進
機構（ＦＡＩＳ）」との間で協議を重ね、課題の整理を進め
ているところである。
ＦＡＩＳの実施事業見直しや、コーディネート機能強化等の
課題についても、実現可能なところから、順次実行していく
こととしている。

R6年度に北九州学術研究都市を運営する（公財）北九州産業
学術推進機構（ＦＡＩＳ）と協議を重ね、また外部有識者へ
のヒアリング等を通じて、ソフト面、ハード面の見直しを
行った。R7.2.18には、当該見直しを踏まえて、学術研究都市
をバージョンアップする新たな戦略「G-CITY戦略」を策定、
公表した。

「G-CITY戦略」を策定したことで、今後学術研
究都市の目指す方向性が明らかになった。
R7年度からは、戦略を実現するためにソフト
面、ハード面の多岐に渡る課題について、実現
可能なところから順次実行していくこととして
いる。戦略公表後、市民、企業の皆様やマスコ
ミ等から多くの問い合わせが寄せられており、
学術研究都市の今後の発展への期待が高まって
いる。

R6年度は目標であった学術研究都市の新たな戦
略をまとめたところであり、R7年度からは戦略
を実現していくために、戦略に掲げた項目の実
現や、更なる課題の深堀りを行っていく。
FAISの実施事業見直しやコーディネート機能強
化等については、R9年度が終期となっている現
在の指定管理期間中に実現可能なことを順次実
行していく。

Ｂ（８） ＜外郭団体＞
株式会社北九州
輸入促進セン
ター（キプロ）

同社は、平成１０年４月に開業したＡＩＭビルを
所有し、現在は主にオフィスビルとして貸し出し
を行っており、今後は中長期的な経営計画の策定
が必要である。

ＡＩＭビルは、１９８０年代の貿易不均衡解消のために主に
輸入拡大を目的として設置されたが、当初予定していた輸入
卸売業者の入居が中止となり、経営状態が悪化した。
その後、オフィスや国際貿易・ビジネス支援拠点としての運
営を行った結果、現在では９割超の入居率を維持し、経営状
態は順調に回復している。
一方、新たな課題として、施設の老朽化が進行しており、こ
れに対応した大規模な修繕等が必要となっている。

中長期的な経営計画策定のため、数年後に見込まれる累損解消後に、資産としての将
来構想の策定について議論を本格化させる。

中長期経営計画の策定に係る議論に向けて、キプロと国際ビ
ジネス戦略課にて計３回の協議を実施した結果、現時点の課
題及び将来的な方向性について双方の認識合わせができたた
め、大規模修繕計画の策定を含むスケジュールを検討してい
る。

令和６年度は中長期経営計画の策定に係る議論に向けて、キ
プロと国際ビジネス戦略課にて計３回の協議を実施した結
果、現時点の課題及び将来的な方向性について双方の認識合
わせを完了した。その後、キプロでは取締役会を経て、大規
模修繕計画の策定を含むスケジュールを確立した。

AIMビルは、ハローワークや子育て支援施設等を
備え、市民にとって利便性の高い重要な公共
サービス拠点であるとともに、市外企業の誘致
拠点としても高いポテンシャルを有している。
こうした中、老朽化への対応として大規模修繕
を進め、中長期的な経営計画を策定し、順次実
施していくことにより、以下の成果が期待され
る。
（1）市民サービスの安定的提供
　就職支援や子育て支援といった市民向けサー
ビスが、安全かつ快適な環境下で継続的に提供
（2）企業誘致による雇用創出
　オフィス環境の魅力向上により市外企業の進
出を促進し、地域における雇用機会の拡大
（3）施設の資産価値の維持・向上
　駅近という立地特性を活かしつつ、施設の物
理的・機能的価値を保持し、まちの魅力向上
（4）持続可能な経営基盤の確立
　将来を見据えた計画的な修繕投資と収支管理
により、安定的かつ健全な運営体制を構築

取組・進捗は予定通り進んでおり、令和７年度
は具体的に以下の２点について実施する。
（１）政策連携団体との連携協定締結に向けた
団体役割の再定義
　令和６年度X会議の議論に引き続き、市（担当
局）と政策連携団体との関係性を見直す議論を
実施し、団体の役割等の再定義等を以て連携協
定締結を行うもの。
　※財政・変革局市政変革室「政策連携団体の
役割に関する再定義等について」に基づく
（２）AIMビル建物保全の実施
　AIMビルの建物保全にかかる設備投資につい
て、令和７年度取締役会にて諮られた中小企経
営計画における５か年計画および筑後40年まで
の見通しに基づき、令和7年度は、電気設備修
繕、トイレ改修、エレベーター等改修につい
て、優先度を考慮し実施するもの

Ｃ（１） 渡船事業（若戸
航路）の経営改
善

若戸航路の経営状況は、周辺地域の人口減などに
よる利用者数の逓減、物価高騰等による施設の維
持管理費や燃料費の負担増などにより、収益率は
２０％程度まで落ち込んでいる（令和４年度決
算：実質収支▲１４３，３８０千円）。このた
め、一般会計からの多額の繰入金（令和４年度決
算：一般会計繰入１３５，２２４千円）なくして
は経営が成り立たない現状である。今後、市民の
理解も得ながら抜本的な経営改善に取り組む必要
がある。

当航路は、これまでも運航業務の委託化、運航船舶数の減な
どの経費削減、運賃改定、クルージング事業の実施など増収
対策を実施してきたところである。この改善策により一定の
経営改善は図られたものの、その後、利用者の減や物価高騰
は続き、経営は悪化の一途を辿っている状況である。

令和６年度は、外部からの流動人口を取り込むため、全国的に成果を上げている「御
船印」観光の導入を図り、市外からの観光客の誘客につなげていくなど、利用者の増
加を図るほか、収入確保・経費削減策について、総合的に検討を進める。

今年度中の「御船印」導入による新たな収益源確保のための
誘客事業立ち上げに向けた準備段階にある。具体的には、
「御船印デザイン」の作成、船舶事業を実施している近隣市
及び民間企業との連携に係る協議等を実施。
なお、若戸航路の抜本的な経営改善については、利用者の実
態把握、有識者などからなる協議体の設置など、実効性のあ
る取組みを進めている。

「御船印」については、デザインを決定し、全国御船印巡り
プロジェクト事務局や、本市と同時期に販売開始予定の宗像
市とホームページ等で、広報連携する準備を整えた。R7年4月
に、5種類を販売開始予定。
経営改善については、R6年10月に利用者実態調査を実施した
うえで、同年12月に、市長に料金見直し等の今後の方針を協
議したが、再整理することになった。

4月の御船印販売開始により、販売収入に加え、
販売に伴う乗船収入の増加のほか、新しい若戸
渡船応援者の発掘、観光資産としての地元民の
魅力再認識に寄与することが期待される。

毎年の多額の一般会計繰入金で事業が存続して
いる実態に向き合い、交通施策全体も意識しな
がら、将来の渡船事業経営のあり方・方向性
（一般会計繰入容認も含む）を再整理するとと
もに、小手先でない収益策や経費削減策を検討
する。

Ｃ（２） ＜公共施設マネ
ジメント＞
北九州市立商工
貿易会館（立地
エリアの高度利
用の検討）

小倉都心という好立地である一方で、老朽化して
いる北九州市立商工貿易会館について、既存入居
テナントと調整の上、隣接する市営天神島駐車場
（廃止予定）と合わせた土地・建物の高度利用に
ついて検討するもの。
商工貿易会館は、築３９年が経過し、老朽化が著
しい中で、隣接する市営天神島駐車場が廃止予定
（都市戦略局）であり、当館と合わせた一体的な
議論が必要となっている。
また、近隣では、新たなオフィスビル（ＢＩＺＩ
Ａ小倉）がオープンするほか、旦過市場内に北九
州市立大学の新学部（情報イノベーション学部）
が開設予定であるなど、こうした施設との相乗効
果が見込める施設需要の高まりが期待される。

今後、一体的な土地・建物の有効活用について、都市戦略局
と協議を進めていく。
※敷地内地下にあるモノレールの変電施設の移設を検討中で
あり、北九州高速鉄道との協議・調整等が必要。

～令和９年度　　方向性の検討やスケジューリング
　　　　　　　　関係各所との調整

令和６年８月に、指定管理者（商工会議所）に情報提供を
行った。今後、関係課と協議を開始する予定。

令和6年12月議会において、令和7年度から令和11年度までの5
年間の指定管理者（商工会議所）の指定を行った。
現在、産業経済局内で方向性の検討を行っている。

本件に係る情報提供を指定管理者に行ったこと
で、課題感の共有がなされた。

産業経済局と都市戦略局などの関係局で、課題
の共有や今後の方向性を検討する。
指定管理者（商工会議所）との意見交換を行
い、今後の方向性を検討する上での参考とす
る。
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